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学習者の多様性と日本語教育における「評価」 

ー何のために何をもって「評価」するのかー 
 

真嶋 潤子 

大阪大学 

 

要 旨 

 今世紀に入り、人々は益々国境を超えボーダーレスに移動している。

「移動の世紀」にあたり、日本語教育に携わっている我々は、自分の目の

前の学習者だけでなく、様々な目的で日本語を学んでいる学習者の多様性

を考える必要がある。言語教育観の変遷も踏まえ、また日本の人口動態論

的な変化も踏まえ、どのような学習者に対して何をどのように「評価」す

るのか、またそれはどういう意味があるのかにも教師は自覚的になる必要

があると考える。経済の新自由主義的な動向が、教育にも入ってきて数字

が一人歩きするような市場原理による教育を行っていないだろうか。自分

が行なっている教育実践と評価にどのような意味があるのかを立ち止まっ

て考えるきっかけになれば、幸甚である。 

 

1. はじめに 

 本稿は 2018 年 8 月 21 日に行われた CAJLE2018 の年次大会での基調講

演の内容に加筆修正したものである。「多様性」と「評価」をキーワード

としてタイトルに入れたのは、以下に述べるように、日本語学習者が特に

日本国内で近年大きく変化しており、「多様性」が増しているということ

と、その現実をグローバルな視点から考えた時に「評価」を考えることは、

教育内容はもとより、教育観、学習観の変化も含む世界の言語教育の潮流

の根幹に関わる重要な側面だと考えたからである。 

CAJLE の研究大会に出席された方々も、日本語教育に携わっていると

いう共通点はあるものの、きっと多様な背景や経験を持っておられ、今回

参加の動機や目的も一様ではないだろうと想像している。私自身、日本の
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大学の学部留学生への日本語教育と、日本語教員養成に携わってきている

のだが、日本語教育の現場に携わる者として、目の前の学習者への教授法

や教材、学習者の個人差など、いわばミクロの出来事が現場では動いてお

り、それを少しでも効果的に、あるいは学習者の満足度が高まるように工

夫をすることは大切だと日々考えている。しかし、目を広く世界に向けて、

グローバルな経済活動や社会の変化、人や物の動きにも影響を受けながら、

言語観、教育観の変化に関する世界の（特に外国語教育学の）潮流、日本

語学習者の国内外の数や、学習目的の大きな変化といったマクロの動きに

も、さらに思想界の動向や、社会経済、また政治状況にも目を向けておく

必要がある。これは、第二次世界大戦前や大戦中の日本語教育界、あるい

は当時の日本語教師が担った役割に対して、業界全体で総括のない状況か

ら自分なりに得た教訓であり、かねがねマクロの視点で、自分がしている

ことが誰の役に立っているのか、広い視野で歴史的にも突き詰めて考えて

おく必要があると思っているからである。 

 タイトルにあるテーマは「評価」であるが、「評価」を考えることは、

日本語教育の外国語教育あるいは第二言語教育としての歴史的な流れと意

味づけを含む、教育観の変遷を考えることでもあると思っている。なぜか

と言うと、真っ当に行われた日本語教育の実践では、目的がありゴールが

あるだろう。例えそのゴールが必ずしも明示的ではなかったとしても、そ

こに到達したのかどうか、どの段階であっても前進するためには何らかの

「評価」が行われるだろうから、その評価の目的、方法や実施時期などを

考えることは、その日本語教育実践のあり方全般を考えることだとも言え

るからである。 

 従って今回は、狭義の「テスティング」「アセスメント」あるいは「評

価」の、技術的な話や役に立つヒントといった話ではなく、我々は今まで

日本語教育の現場で何をしてきたのか、今何をしているのか、そしてこれ

から何をしようとしているのかを考えるきっかけとして「多様な学習者」
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の「評価」を、時代の流れの中に置きながら批判的に考えたい。(1) 

 

2. 用語について 

2.1 「学習者の多様性」について 

 ここでは学習者の多様性ということをマクロの視点とミクロの視点から

考えてみたい。CAJLE 2018 の参加者の多くは、高等教育機関で日本語教

育に携わっている先生方なのではないだろうか。例えば、カナダやアメリ

カなら、東アジアの言語や文化、社会を学ぶために必修科目として、ある

いは選択科目として日本語を履修している大学生、大学院生を対象として

いる方が多いのではないかと想像する。日本からの参加者なら、「留学生

30 万人計画」として増やすことを目指して来た留学生たちを対象とした

日本語教員が多いのではないかと想像している。つまり、いわゆる「グロ

ーバル人材」「高度人材」として将来の活躍に期待がかかる、いわば社会

のエリート層となりうる留学生への日本語教育に携わっている教員が多い

のではないだろうか。実は、そのような学習者は日本社会で日本語教育を

必要とする人のごく一部であるのであるが、少なくともこれまでは、その

ことには日常的には気づきにくかったのではないだろうか。私は日本語教

師は、目の前の学習者の日本語指導に気を取られるあまり、自分が携わっ

ていることが、究極的には誰のためになっているのか、どういうことに役

立っているのか、無自覚でいるべきではないと思っている。したがって、

まず自らが、自分の行動の意味を考えてみる必要があると考えている。そ

して、その目的によって、「評価」の意味や目的も変わってくるだろう。 

 まず「マクロの視点」から学習者を大きく分けて見てみると、海外で

「外国語としての日本語（JFL: Japanese as a Foreign Language）」を学ぶ学

習者と、日本国内で「第二言語としての日本語（JSL: Japanese as a Second 

Language）」として学ぶ人々に分けられる。JFL 学習者としては、大学な

ど高等教育機関や高校など中等教育機関で学ぶ人が典型である。JSL 学習
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者には、海外からの留学生、「ニューカマー」と言われる中国帰国者（日

本の敗戦時の混乱で中国に残留した日本人で、後に帰国できた人々）やイ

ンドシナ紛争による難民、90 年の入管法改正以降来日した日系南米人、

日本人の配偶者（国際結婚）、「技能実習生」と言った人々がいる。これ

は、その時々の政治経済状況や社会の変化、国際政治状況などの影響も受

ける。(2） さらに 2011 年 3 月の東日本大震災のような災害によっても、も

ちろん影響を受ける。 

 この他に、本稿では詳細には立ち入る余裕がないが、JFL でも JSL でも

なく、海外在住の日系人が親や祖父母等からの「継承語としての日本語

（JHL: Japanese as a Heritage Language）」として日本語を学んでいる場合

などもある。 

 一方、「ミクロの視点」で学習者を見ると、同じカテゴリーに属する学

習者であっても、言語学習についての目的や動機付けの違い、性格や学習

スタイルの違い、適性や態度の違いといった「個別性要因」がたくさんあ

り、教員はそれに対応するすべも心得ておきたいものである。 

 学習者の個別性要因といった言語学習の方法に関わるような側面の他に、

そもそも日本語をどのような目的で学ぶのか、という点だけから見ても、

実に多様である。「日本語・日本文化を専門的に学ぶため」であったり

「日本の高等教育機関で専門の勉強をするため」（留学、就学目的）だっ

たり、「仕事のため」（就労目的）あるいは、それ以外の目的で日本で生

活することになって、「生活者としての日本語」が必要であるなど、学習

者はカテゴリーとしても多様で、目的も多様である。 

そのような多様な学習者に対して、日本語教員はどのような日本語教育

を実践し、どのような「評価」をしているのだろうか。日本語教員が普段

ルーティンワークのようにして行なっている「評価」には様々な方法があ

ると思うが、何のためになぜそれを行なっているのか、それは誰のために

なっているのか、考えてみることも必要ではないだろうか。 
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 同じ目的、例えば「日本で大学に入って専門の勉強がしたい」といった

目的を持って来日して日本語学校や大学で学んでいるような学習者であっ

ても、同じコースで同じクラスメートとして学んでいても、一人一人違い

がある。繰り返しになるが、日本語学習目的や背景、母語の違い（日本語

との距離等）やそれまでの外国語学習経験や、生活環境、経済状況などに

加え、「学習者の個人差」「学習者の個別要因」の面でも様々に異なって

いるのである。私自身も米国の大学院で学位を目指しながら TA として日

本語を教えていた時に、学習環境という意味ではほぼ同じだと思われる条

件下の同じクラスの学習者でも、学習者の到達度にどんどん違いが見えて

差が広がって行くのを見て、「学習者の個別性」ということに大変興味を

持った。これは、後に学習スタイルと日本語学習到達度の関係に関する博

士論文になったのだが、そこでは学習スタイルの違いを持つ学習者が、授

業のテストで要求・期待されるパフォーマンスに対して、どんな学習スト

ラテジーがどのように使えるかといったことがむしろ成否の鍵となるよう

だということが、調査の結果理解できた（真嶋 1998、真嶋 2005）。「成

否」と言ったが、それは大学の授業としての日本語教育であるので、教え

た内容がどの程度身についているのか、授業での複数のテストによって

「評価」がなされているのである。その「評価」は、その授業の受講生の

到達度（achievement）を把握するのには妥当かもしれないが、いつでも

どこでも誰にでも妥当だとは言えないだろう。「評価」というのは、どう

いうものなのだろうか。あるいはどういうものではないのだろうか。次節

で見てみよう。 

 

2.2 評価について 

 ここでは「アセスメント」と「評価」と「テスト（テスティング）」に

ついて述べておきたい。我々はこの用語をどのように使い分けているのだ

ろうか。 
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 「アセスメント (assessment）」（あるいは、「評定」、「査定」）のラテン

語の語源は、「そばに座る」という意味で、教師や制作立案者が生徒たち

のそばに座り、深く、有意義な方法で彼らの学びに関わろうとする（ある

いはその進行を観察する）という意味が本来的にはあるようだ。 

 一方「評価（evaluation）」は価値（value）判断をするために測るという

ことだと理解できる。かなり広く使われている「アセスメント」が、あり

のままの状況を把握しようとする営みであるのに対して、「評価」という

と良し悪しの判断が介入してくるということだろう。そして何が「良い」

とされるかは、不変ではない。 

 「テスト（テスティング）」は、試すということだが、人の知識や能力

を「測定する」ために行うもので、それは「（数値で）測定可能」だとい

う前提がある。テストはアセスメントや評価のための資料を提供すること

だと理解できる。日本語教育の現場では、日常的にコースの最初にプレー

スメントテストを行い、コース中には小テスト（クイズ）を行い、中間テ

ストや期末テストを行って、学習者を「評価」しているのではないだろう

か。そこで測っているのは何だろう。何のために、究極的には誰のために

評価しているのだろう。目の前の学習者のためだけではないのではないだ

ろうか。 

 日本語教育の現場では、「学習者の日本語能力」を様々な角度から「評

価」しようとする事が一般的であり伝統的だと思うが、それ以外のものも

「評価」対象になりうる。説明のために例を表１にまとめてみたが、例え

ば表１の(A)-(C)は、教員が学習者の何らかの学習成果を評価するものだ

が、(D)学習者による授業評価や、(E)教育機関による授業評価は、学生

あるいは雇用者である大学などが、教員の授業を評価するというものであ

る。これには、少なくとも日本の大学では教員の側には抵抗があり、「教

員の権威を傷つける」「学生の人気取りになる」「大学の管理下に置かれて

しまう（そのため教員の自由裁量の部分が減る）」といった批判や反対意
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見も、かつては耳にすることもあった。 

 しかし、日本語教育のそれぞれの教育現場の大本の目的や目標を考える

と、教育活動は教員のためではなく、学習者の目標としていた能力や知識

が身につき、高い満足度が得られる事を目指すものではないだろうか。そ

のための手段・機会として「授業評価」を活用しようとする姿勢を持つこ

とは大変建設的で前向きな姿勢であろう。（3） 

 一方、教員が行う学習者への評価では、何をどんな風に、何のために行

っているだろうか。例えば、北米の大学等の教育機関でも日常的に行われ

ていると思われる日本語の「漢字テスト」はどうだろう。「漢字を正しく

書けているかどうか」を、とめやはらいまで厳密にチェックして、「はね

るべきところで止めていたらバツ。零点。」と厳しくなされているだろう

か。我々母語話者も、日常的に日本語を書くときには、個人差はあるもの

の「読めたら良い」程度に乱雑に書くことも多いと思うが、学習者にはど

の程度厳密な正確さを求めることが必要なのだろうか。 

 実生活でも、昨今は手書きよりもパソコンやワープロでの文書作成が一

般的になり、漢字が手で書けるに越したことはないが、むしろ正しいもの

を選択肢から選ぶ力の方が（看板や表示を理解したりする）実用的な力な

のかもしれない。そんな中で、細部にこだわる「テスト」や「評価」は、

何のため、誰のためなのだろうか。教員が授業で教えたことを覚えている

かどうか調べる、記憶力テストなのだろうか。 

 学習者はそもそも何のために日本語を学んでいるのか、何ができるよう

になりたいのか、その目標に対して目の前の「小テスト」はどのような役

割を果たしているのだろうか。何を「評価」しているのだろうか。 

 そのことを考えるためにも、先述した「アセスメント」として学習者の

「そばに座って」ありのままの状態を把握しようとする姿勢は役にたつか

もしれない。 
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表１： 評価の実施者・内容・⽬的・⽅法の例 

 評価 誰が 何を 何のために どのように 

(A) 
 

漢字テスト 教員が 学習者の漢字の

知識を（日本語

能力の一部とし

て） 

教えたことを正

確に覚えている

かを確認するた

め？ 

ペーパーテス

ト、小テスト 

(B) プロジェク

ト・ワーク

（レポート

／発表タス

ク） 

教 員 が

（学習者

本人やク

ラスメー

トが評価

すること

も可能） 

学習者が仕上げ

たプロジェクト

の内容・形式・

表現・課題達成

度などを（学習

者の日本語能力

として？） 

努力の量を評価

するか。 

日本語を目的の

ために使って、

プロジェクトが

できたかどうか

を査定する？ 

コース目標が達

成できたかどう

かを見るため？ 

レ ポ ー ト 提

出、口頭発表

会？ 

(C) 授業成績 

 

教員が 学習者の日本語

能力を？ 

授業でやった内

容を覚えたかど

うかを？ 

学生の日本語能

力が計画通り伸

びたかどうかを

見るため？ 

単位を与えるの

に十分かどうか

を判断するた

め？ 

筆記試験、口

頭試験？ 

(D) 授業評価 学習者が 教員の授業運営

や内容について 

良い授業だった

かどうか 

アンケート方

式、自由記述 
(E) 授業評価 

 

 

大学が 教員の指導力を 雇用や賞与に反

映させるため 

受講生の単位

取得率調査、

成績分布 
 
 

3. 日本語教育に影響を与えてきた言語教育観の変遷 

 評価を考えるには、日本語教育の目標を考えることが必要であるが、そ

れを考えるためには、どのような「言語教育観」に立って教育活動を行う

のかを確認しておく必要があるだろう。ここで、これまでの「言語教育

観」の変遷を大きく見ておきたい。 

 

(1) 1960-70 年代の教育実践：構造言語学と行動心理学に基づき、教授法

も文法訳読法から A-L 法（オーディオリンガル法）へと変化した時代 
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 この頃はまだ日本語教育が確立しておらず、教授内容も教授法も教材も

不十分であった。分野全体での中心的課題は「日本語教育で教えるべき言

語項目の選定」であり「何を教えるのか」の吟味を言語研究の方から考え

ていた時代であると言えよう。「文法、語彙、発音」を覚えたら外国語は

使えるという教育観・学習観が、意識されるとされないに関わらず、あっ

たようである。したがって、言語学・日本語学的知識のうち教師が教えた

い、あるいは教えるべきだと思う内容を教授項目としてシラバスを作りコ

ース・デザインが行われたようだが、もちろん言語研究から始まっている

ので、教える側の考えに基づく「教師中心主義」のアプローチとなったこ

とは否めない。 

 

(2) (1)の内容だけではコミュニケーションができるようにはならないと

いう反省や批判を受けた 1970-80 年代 

 

 学習者の心理面、情意面を考慮せよという示唆につながった「情意フィ

ルター（affective filter）」仮説（Krashen, 1982）を含む「モニター・モデル」

と呼ばれる一連の仮説を提唱した功績は大きいと考えられる。 

 この頃提唱された様々な教授法には、「全身反応教授法（TPR）」,「サ

イ レ ン ト ・ ウ ェ イ （ Silent Way ）」 , 「 サ ジ ェ ス ト ペ デ ィ ア

（Suggestopedia）」,「コミュニティ・ランゲージ・ラーニング （CLL）」,

「ナチュラル・アプローチ Natural Approach」などが名を残している。い

ずれも学習者の心理面や「気づき」を重視することなど、それまでの教授

法とは一線を画し、「学習者中心主義」へと向きを変える過渡期的な意味

があるように思う。 

 

(3) 1980-1990 年代 
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 内容重視の「コンテント・ベース・ティーチング（CBT）」、言語形式に

のみ注目するのでなく意味交渉を中心としつつ形式にも気づきを向けさせ

る「フォーカス・オン・フォーム」が提唱され、だんだん自律的学習者を

育てることの重要性も指摘されるようになった。学習は教師が行うのでな

く、学習者が言語習得する主体であり「学習者中心主義」の大切さが主張

された。 

 

(4) 21 世紀の「行動する主体」としての学習者 

 

 「何を知っているか」よりも「目標言語で何ができるか」に注目する行

動中心主義の考え方が出て反映されてきた。知識量でなく、学習者が日本

語で何ができるのか、実際の日本語使用場面を考えて、授業に組み込もう

とする。影響力があるのは、欧州評議会（Council of Europe）が発表した

CEFR（ヨーロッパ言語共通参照枠）の姿勢である。（CEFR については真

嶋 2018 ほか参照） 

 

4. 国内外の日本語教育の「共通枠組み」の要請と提案 

 さて、上記のような多様な学習者への日本語教育を考え、実施に伴って

「評価」をする際に、独りよがりにならないよう、またグローバルに移動

する事が多い昨今であるから、学習者の日本語能力について「共通枠組み」

があると便利だと考えられ、いくつかの枠組みが開発されてきた。すなわ

ち、個々の教育現場での「独自の評価」ではなく、共通の物差しを持つこ

とで、次のようなメリットが考えられる。 

・学習者が移動した際の教育の接続（articulation）が容易になる 

・共通の検定試験、資格試験の策定が可能になる 

・レベル評価の「お墨付き」を与える 
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・「共通の物差し」を持つことで、異なる現場の教師や教育関係者が「共

通言語」を用いて話し合うことを可能にする（そこから分野全体のレベル

の向上や、共同研究、あるいは必要に応じた改善要求のしやすさといった

ことが可能になるかもしれない。）そのようなメリットを考えて、世界各

地で言語教育の「共通枠組み」が作られ、提案され、推奨されてきている。 

 
(a) ACTFL OPI 10 レベル： Novice Low, Novice High, Intermediate Low, 

Itermediate Mid, Intermediate High, Advanced Low, Advanced Mid, 

Asvanced High, Superior 

(b)  欧州評議会 CEFR (2001) ：A1, A2, B1, B2, C1, C2 

「複言語・複文化主義」 

「生涯学習」 

「自律的学習（者）」 

(c) JF スタンダード（国際交流基金） 

(d) National Standards (米国) 

(e) 日本語能力試験の改訂（2010）：「1-4 級」から「N1-N5」へ 

学習時間数／漢字数／語彙数がレベルの指標であった。それを

2010 年の改定で、 能力記述 Can-do statements により日本語でどん

なことが「できる」のかを示すようになった。 

(f) CEFR の増補版（2018）：これは 2001 年の CEFR の一部改訂と

「仲介 Mediation」の大幅加筆、オンラインで使う言語についての

言及、手話への言及など、現代的な課題に応え「進化する CEFR」

であることが感じられる。さらに、大きな言語学習の姿勢として

「母語話者を目指さなくても良い」という方針を明示した。次節で

述べる。 

 

5. 学習者は「目標言語の母語話者」を目指すのか 

 学習者の日本語能力を評価しようとする場合、言語教育観の変化により、
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柔軟で現実的な、またありのままの学習者から発想するために、「いつも

必ず母語話者を目指す必要があるのか」という疑問が呈された。「母語話

者と比較すると不完全」「母語話者には聞こえない（発音など）」といった

ことが、学習者の言語能力の評価として適切なのか、必要なのか議論がな

された。 

 そもそも「母語話者」とは誰か、「日本語母語話者」と言っても、方言

や教育の差や職業等により、言語行動は一様ではない。「母語話者を目指

す」という場合の「規範」は絶対だろうか、時代によって言葉は絶えず変

わっていることを考えると疑問がわく。また「正しい日本語」という認識

は「正しい」のだろうか。改めて考えると非常に疑問である。これは世界

の潮流としても“World Englishes”（世界諸英語）の研究として、「英語母語

話者」はイギリス人、アメリカ人だけではない、世界各地の英語母語話者

（インド、フィリピン、等々）のどの英語も否定されるのはおかしい、と

いった多くの議論を積み重ねてきた結果でもある。（4）  

 さて、では学習者は 4技能をバランスよく学ばなければならないのだろ

うか。この点についても、CEFR-CV（欧州評議会 2018）では、「母語話者

を目指さなくても良い」し「部分的能力」も認める立場であり、かつ学習

者の目的に合わせて目標や内容を考えるべきだという立場である。私は、

CEFR を長年追いかけているが、その理念と目指すところの奥深さには考

えさせられ、刺激を受けている。CEFR は、ただの「6 段階能力レベル表」

ではないのであるが、日本では表面的な 6 レベルの参照枠だけが一人歩き

しており、背景や理念が十分受け入れられていないように見えるのは残念

である。（5）  

 

6. グローバル化社会の言語使用の実態を探る 

21 世紀は「移動の世紀」だと最初に述べたが、我々の生きるグローバ

ル化した社会ではどのような言語使用が見られるのだろうか。それについ
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て非常に示唆に富む研究成果として、次に述べる「トランスランゲージン

グ（Translanguaging）」と「メトロリンガリズム（Metrolingualism）」を紹

介しておきたい。 

「トランスランゲージング」（Garcia and Wei, 2013）は、NY の高校生が

移民の家庭言語と現地語英語を、非常に魅力的に混ぜて使う実態があるが、

それを従来のように「ダメなこと」「間違った言語使用」と捉えず、学習

者の持つ「言語資源」をレパートリーとして認め、教育に活用しようとす

るものである。バイリンガル（多言語話者）が育つところであり、積極的

に利用していこうとする。 

「メトロリンガリズム」（Pennycook & Otsuji, 2015; 尾辻 2016） 

こちらは、オーストラリアの市場や東京のレストランなど、多言語多文

化な人々が織り成すカラフルな「言語」を文化人類学的に観察した成果で、

言語使用や言語行動の面白さ、移民のしたたかさあるいはしなやかさが示

され刺激的である。このようなメトロリンガリズム状態の言語行動を見る

と、「言語」は数えられるのかという疑問にぶつかる。我々が「日本語」

と言ったり「英語」と言ったりしている言語の境界が溶けていくようなダ

イナミックな面白さがある。 

これらは従来型（20 世紀型）の「あまり移動しない学習者」への（変

化しない言語や社会を前提とした）日本語教育のままで良いのか、という

問いかけとして受けとることができる。 

 

7. 社会の変化について（日本の政府広報に思う） 

日本の政府広報に「Soceity 5.0」というものがある。次世代の経済発展

を志向しているものであるが、それを見ると、以下のように社会は第１段

階から現在の第４段階まで発展してきた。来たるべき第５段階をイメージ

して欲しいというメッセージである。 
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Society 1.0 狩猟社会  

Society 2.0 農耕社会 

Society 3.0. 工業化社会：蒸気機関の発明 

＊人と物の移動、外国語学習の必要性の増加 

Society 4.0 情報化社会：コンピュータ、インターネットの普及 

＊「国際化」から「グローバル化」へ 留学や就職のための国境を越

えた移動の増加 

＊「大学の国際化」から「グローバル化」へ、と言うが、大学間交流

の「数」で大学を「評価」している 

＊「グローバル人材」を増やすことを大学が目指すようになっている 

＊様々な「指標」に「数値」で応え「評価」される 

Sodiety 5.0 スマート社会 IoT, AI, 無人交通、ドローンと言った「技術の

発展」により次の世代は「豊かでより良い社会」だと言えるのだろうか 

 

 
 
（出典：内閣府 HP: https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html, 最終アクセス⽇
2019.7.10.） 
 
 私が疑問に思うことの一つは、「グローバル化」「グローバル人材」と言

い、大学にも大学間交流（協定校）を増やすよう要望しているが、言語
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（教育）については一切言及がないことである。次の社会では機械翻訳・

通訳の技術が進むので、言語学習・言語教育は必要なくなるとでも言うの

が政府の描く「豊かでより良い社会」なのだろうか。 

 もう一つは、教育についてである。アメリカ追随が指摘される日本であ

るが、「新自由主義」の自由競争原理を教育現場に持ち込むことには賛成

しかねるが、次節で述べたい。 

 
8. 現代の教育（観）は成功しているか（表面的変化の裏側で動いている

もの） 

 教育をする側も受ける側も「自由」があることは大切なことである。何

から何まで勝手気ままにやれば良いというのではなく、教師の裁量や選択

肢があることは教師のやる気を伸ばし、創意工夫の余地を生むことで、活

発で闊達な教育現場を保証することだと考える。一方で、近年特に今世紀

に入って「新自由主義」という原理が経済の面だけでなく、教育にまで幅

を利かすようになってきていることに、筆者は危惧を覚えている。 

 「新自由主義」は簡単に言えば、大幅な規制緩和を行い、教育活動の結

果を市場競争原理に任せ、「弱肉強食」の世界にするということである。

経済活動では「消費者が商品を選び購入する」ので、売れる商品を製造・

販売し、儲けたものが「勝つ」。「売れる物」が「良い物」であり、市場は

儲かる会社により淘汰されていくと言うことである。（鈴木 2016 他） 

 教育も同様に「良い教育なら消費者に支持されるはず」という前提で、

「儲かるかどうか」の基準で判断され評価され、選ばれ消費されると言う

政策である。それが「良い教育」かどうかの決め手となるのが、「全国学

力テスト」であったり「能力テスト」（資格試験等）であったりすること

で、テスト至上主義になり「テストで高得点が取れる」子どもが優れてお

り、テストで高得点を取らせられる教師が優れた教師である、と（点数だ

けで）評価されてしまうことである。「点数至上主義」で教師も評価され、
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「良い教師」のところには子どもが集中する。そういう教師にはインセン

ティブ（ボーナスなど）を与え、厚遇する。 

 本来、教育の成果はペーパーテスト結果だけに出てくるものだろうか。

誰の何のためのテストなのだろうか。子どもの何を評価していることにな

るのだろうか。テストで高得点を取る学習ストラテジーであり技術だろう

か。テスト結果に現れなくても、子ども一人一人に寄り添い「血の通った

教育」を行なっている教師は多いだろう。しかしこのような「新自由主義」

の「市場」では評価されにくい。筆者はこのような考え方には大きな違和

感を持っており、「儲からなくても」やるべき教育はあると考えている。

公教育は特にそうだろう。逆にテストで数値化できること以外の「質的な

評価」の価値を無視すべきではないと考えている。全人的教育であり、民

主主義を根付かせる「自律的市民を育てる教育」かもしれない。 

 しかし「教育成果は全て点数すなわち数字で表せる」という大前提に立

った新自由主義の勢いは強く、日本の教育現場でも「学力テストの点数」

評価による予算配分が行われはじめているようだ。教員や学校にも「勝ち

組・負け組」と言った言葉が使われ、小中高だけでなく、大学にもその波

は押し寄せており「大学ランキング」の結果に一喜一憂する状況がある。

「大学ランキング」の順位を上げるために、評価される事柄は全て数値化

せよとのことで、大学関係者も以前にも増して数値化する資料作り等で労

力を費やしている。 

 このような状況は一体何のためであろうか。「教育は国家百年の大計で

ある」という言葉は虚しく、近い将来のことしか見ていないように見える。

今年実践したことの成果を今年出し、その評価をすぐに受ける、といった

近視型の評価と予算配分に違和感を覚えるのは私だけではないだろう。 

 日本語のクラスの学生が「明日の漢字テストは何が出る？」と互いに聞

きあって勉強するのは、単位のためであったり、良い成績をもらって奨学

金を得ようとしたり、行き着くところが「お金」であることがわかる事態
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が特に米国では頻発しているようである。 

 個人的な話であるが、アメリカの州立大学で日本語を長年教えていた私

の友人が、先年突然大学教員の職を辞したという。驚いて聞いてみれば、

数値目標を追いかける大学の方針が一線を超えたため、我慢できなくなっ

たという。「落ちこぼれゼロ法案 （No Child Left Behind Act）」（米国 2002

年に施行）の（悪）影響のようである。 

 その大学の日本語の授業は、かねてより教育実践の結果を全て「数値化」

していたのだが、大学としては「優れた教育」を提供していることの証左

として、「単位を落とす学生の減少」「入学した学生の中退を減らし卒業率

を上げること」に力を入れたそうである。その結果、勉強しない学生、あ

るいはその授業の試験で合格点に達しない学生にも、何とかして単位を出

すよう教員に大学側から圧力がかかり、一線を超えたと考え、友人は職を

辞したというのである。具体的には、友人によると、公正に学生の到達度

を評価したにも関わらず、不合格者数を減らしたい大学側が強く介入して

きたということのようである。 

大学側も、外部評価で良い成績を出したいために、教員にそのような

「協力要請」をするに至ったことは理解できる面もある。大学評価が高け

れば、多くの学生が来てくれることに繋がり、授業料収入も増え、教員の

給与にも反映させられるという論法だったようだ。ただ、大学評価を上げ

るために、教育の質の向上でなく、成績を甘くつけろと言うなら本末転倒

だろう。ここにも教育とは何か、大学教育とは何かの問いにも関わる「新

自由主義」の影響を見て取ることができるのではないだろうか。 

 私たちは、何のために日本語を教え、何のために、誰のために評価をし

ているのであろうか。様々な矛盾が見られる昨今であるが、この辺で立ち

止まって人間中心の日本語教育へと考え直してみることも必要なのではな

いだろうか。 
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9. 日本国内の日本語教育の現状と課題 

 最後になるが、日本国内の人口統計学上の変化、つまり少子高齢化とそ

れに伴う外国人労働者の受け入れという政策により、日本語教育は多大の

影響を受け、関係者の活躍や貢献が期待されている。 

 少子高齢化時代の労働力不足は指摘されて久しいが、政府の掛け声虚し

く子供の数は増えず、労働者不足にあえぐ中小企業からの要請に応える形

で、外国人労働者を確保するために「技能実習制度」「EPA」そして、

2019 年 4 月からは「特定技能１号」の受け入れが始まることになった。

詳細は別稿に譲るが、この外国人労働者については、問題山積である。国

内で日本語教育に携わってきた我々のほとんどが、日本の高等教育機関で

学ぶことを目的とした留学生を対象としていたため、それ以外の学習者へ

の指導のノウハウも未整備なのではないか。しかしこれからは、そのよう

な「高度人材」だけを対象にするのは、日本語教育のごく一部でしかなく、

もっと多様な目的を持った外国人（日本語非母語話者）に、日本語教育を

提供することを真剣に考えていかねばならない。外国人技能実習制度の日

本語教育の不在（あるいは不十分）と言う課題があるため、それを担える

人材育成が喫緊の課題だろう。 

 喫緊の課題のもう一つは、親に連れられて来日するか、日本で生まれる

外国につながる児童生徒への日本語教育（と母語指導）である。日本にお

ける CLD 児童生徒への「（母語・母文化を）何も失くさない日本語教育」

の成果の上がる実現に向けて、施策を講じなければならない。日本では経

験が浅いが、それは不可能なことではない（真嶋 2019）。 

 外国人を「高度人材」と「使い捨ての労働力」という格差を設けた身勝

手な構図で労働力を得ようとするのでなく、移民政策を取って人間らしい

受け入れ制度の中に、日本語教育も位置付けて制度設計する必要があるの

ではないかと考えている。 

 日本国内の日本語教員はボランティアに頼っている。「常勤 12.9%、非
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常勤 29.9%、ボランティア 57.2%」（つまりおよそ 1:3:6）の割合が過去 20

年以上変わっていないようだが、これで良いのか。日本語教員の全体数は

増えたものの、相変わらず専任・常勤は少数でボランティアに頼る形でこ

れまでズルズルとやって来たが、専門職として「生活給」を保障するポス

トが目に見える形で増やされる必要があるだろう。そうでなければ、優秀

な若者が日本語教育に真剣に関わろうとしたくてもできないだろう。 

 一方で、「日本語教育推進基本法案」設立への動きが、過去数年間行わ

れていたが、2019 年 6 月 21 日にようやく国会で可決成立した。両院とも

全会一致であり、様々な期待がされている。ある現場の教員が言ったこと

だが、「法律が何かをひとりでに変えてくれるわけではない」ので、関わ

る我々の不断の努力が必要なのだろう。 

 目の前のミクロのことばかり考えていると、時代の要請が読めず、ずっ

と後になって後悔しないとも限らない。日本語教員は女性が多く、一般的

にとても真面目で大人しくて誠実な人が多く、政治批判などしないという

イメージが保たれているようだがそれは美徳だろうか。自分の仕事の一部

として行う「評価」の社会的、あるいは歴史的意味づけを考え、意識して

おくことが、私は大切だと考えている。日本語教育に関わる私たちは、何

のために、誰のために、何を「評価」するのか、立ち止まって考えてみて

はどうだろう。assessment と言う言葉が、もともと学習者の横に座る、寄

り添うという意味だと言うことを思い出して、教育のあり方と評価の仕方

を再確認、再検討すべきなのではないだろうか。 

 

注 

1  テスティングについての参考資料としては野口・大隈（2014）、伊東

（2008）など、他に評価については宇佐美（2016）、佐藤・熊谷（2010）も

参考になるだろう。 
2  日本国内では、留学生以外の日本語学習者には、どんな人がいるだろう

か。ここでは戦前戦中に来日された「オールド・タイマー」の在日韓国・

朝鮮人、中国人はのぞくこととして、「ニュー・カマー」に話を絞ろうと思

うが、少し考えただけでも、1972 年の日中国交正常化以降の「中国帰国
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者」と呼び寄せ家族、1975 年以降のインドシナ難民、数は少ないがその他

の難民、1990 年の入管法改正後の日系南米人、専門職業人とそうでない外

国人労働者、日本人の配偶者、そしてこのところ急増中の「技能実習生」

等がいる。2019 年 4 月からは 2018 年 12 月 8 日の入管法改正 に伴い「特定

技能１」となった外国人労働者の増加が見込まれる。またそのような多様

な目的や背景を持った大人に連れられて来日したり、日本で生まれたりし

た長期滞在の多くの子どもたちもいる。 
3  私自身は、米国の大学で受講生からの授業評価で高い評価を得たことが、

大いに励みになり自信となった経験があることもあり、授業評価制度その

ものの効用を肯定的に見ている。 
4  興味深いのは、「国際語としての英語」EIL の立場に立てば、英語を母語と

している話者 ENL、第二言語として ESL、外国語として EFL の話者のいず

れも「理論的には対等の立場にあると考えるが、現実的には（中略）英語

の母国語話者にも非母国語話者の英語を理解する努力が求められることに

なる。」（大坪 1999）という指摘である。 
5  この点については、2019 年 3 月 2−3 日に京都大学で行われた国際研究集会

「CEFR の理念と現実」でも話題になった。筆者も「日本語教育における

CEFR と CEFR-CV の受容について」という発表を行った。 
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